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鋼材か らな る複 数の板体 （2 1 , 2 2 ) が相互 に対面す る板 面 間に間隔 をおいて形成 され 、 この板体
( 2 1 , 2 2 ) の板 面がキ ャスク （1 0 0 ) の 端面 （1 0 0 a ) に沿 って配置 され る端面側部材 （2 )

と、鋼材 か らな る筒体 （3 1 ) をなす と共 に一 端部 が 端面側 部材 （2 ) の周 縁 に接合 され 、キ ャス ク
( 1 0 0 ) の端部外周 面 （1 0 0 b ) に沿 って配置 され る周面側部材 （3 ) と、 を備 え、変形す る こと

によ り衝撃 を吸収す る衝撃 吸収体 （4 ) が 、端面側部材 （2 ) お よび周 面側部材 （3 ) の外側 に設 け ら
れ る。



明 細 書

発明の名称 ：キャスク用緩衝体

技術分野

[0001 ] 本発明は、キャスクに取 り付ける緩衝体に関する。

背景技術

[0002] 核燃料サイクルの終期 にあって、原子炉にて燃焼 させた使用済燃料 （放射

性物質）は、高放射能物質を含み、その崩壊熱が発生するために熱的に冷却

する必要があることか ら、原子力発電所の冷却 ピッ 卜で所定期間にわたって

冷却される。その後、使用済燃料は、収容容器であるキャスクに格納 され、

輸送船、 卜ラックなどの搬送方法により中間貯蔵施設、再処理工場などに搬

送 して貯蔵 または処理 される。なお、使用済燃料は、通常、収納容器である

キャスクへ燃料集合体の状態で収納 されることか ら、以下、使用済燃料を使

用済燃料集合体 という。

[0003] キャスクは、一般的に、一端部が開口 し他端部が閉塞された円筒形状 をな

す胴本体 と、 この胴本体の外周部 に設けられた中性子遮蔽体である レジンと

、 この レジンの外周部 に設けられた外筒 と、胴本体の内部 に配置されて使用

済燃料集合体を収容するバスケ ッ 卜と、胴本体の一端部 に固定される一次蓋

および二次蓋 とか ら構成 されている。

[0004] 上述 したように、キャスクは、使用済燃料集合体が格納 されているため、

キャスクの遮蔽、未臨界および密封は維持されなければな らない。 このため

、キャスクの搬送中においては、キャスクの両端部 をキャスク用緩衝体によ

つて覆 うことにより保護 されてお り、万一キャスクが落下など した場合であ

つても、キャスクの遮蔽、未臨界および密封が損なわれることがないように

する。

[0005] 従来、キャスク用緩衝体は、例えば特許文献 1 に記載 されたものが開示さ

れている。 このキャスク用緩衝体は、内部 を中空 と したハ ウジングと、ハ ウ

ジング内部 を充填する緩衝材 （木材など） とか らな り、ハ ウジング内部 に緩



衝材を複数に独立して隔離する金属板からなる隔壁が設けられている。隔壁

は、ハウジングの高さ方向に対して水平に設けられている。

先行技術文献

特許文献
[0006] 特許文献1 ：特開2 0 0 5 _ 3 2 1 3 0 4 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0007] 上述した特許文献 1 に記載のキャスク用緩衝体は、鋼製のハウジングが、

緩衝体の外殻をなしており、キャスクに固定した状態で、キャスクの端部に

当接すると共に表面に配置されている。しかしながら、キャスクの落下時な

どによる衝撃により、緩衝体に装荷されている木材などの緩衝吸収体が変形

し衝撃を吸収するが、落下条件によってはその衝撃によりハウジングまで変

形が生じ、変形により蓋部やキャスク側面部に当接し、局所的な荷重が加わ

ることで衝撃がキャスク側に伝わることとなる。この結果、想定し得る様々

なキャスクの落下事象において、キャスク、特に蓋部への荷重を十分低減で

きない。蓋部は、金属ガスケットなどにより密封性を維持しているが、その

金属ガスケッ卜が衝撃により追従変形許容量を超えて変形し、十分な密封性

を維持できないおそれがある。

[0008] 本発明は、上述した課題を解決するものであり、想定し得る様々な落下事

象に対する衝撃吸収性能を向上することのできるキャスク用緩衝体を提供す

ることを目的とする。

課題を解決するための手段
[0009] 上述の目的を達成するために、本発明のキャスク用緩衝体は、使用済燃料

を格納するキャスクの両端部に取り付けられ、前記キャスクに対する衝撃を

吸収するキャスク用緩衝体において、鋼材からなる複数の板体が相互に対面

する板面間に間隔をおいて形成され、前記板体の板面が前記キャスクの端面

に沿つて配置される端面側部材と、鋼材からなる筒体をなすと共に一端部が



前記端面側部材の周縁 に接合 され、前記 キャスクの端部外周面 に沿 って配置

され る周面側部材 と、 を備 え、変形 することによ り衝撃 を吸収 する衝撃 吸収

体が、前記端面側部材 および前記周面側部材の外側 に設 け られ ることを特徴

とする。

[001 0] このキ ャスク用緩衝体 によれば、落下時や衝突時 に、外側 の衝撃 吸収体が

変形 して衝撃 を吸収 させつつ、鋼材か らなる端面側部材が大 き く変形 しない

ことか ら、大 きな変形 によ り端面側部材が蓋部へ 当接 することはな く、 キヤ

スクの密封性 が維持で きな くなるような衝撃荷重がキ ヤ ス クに伝達 されない

ので、 キャスクの端面への局部 的な荷重 を低減 することがで きる。 しかも、

蓋部側 においては、蓋部 のズ レを防 ぎ、蓋部 と胴本体 との間に配置 した金属

ガスケ ッ トによる密封 を維持することがで きる。 さ らに、落下時や衝突時 に

、外側 の衝撃 吸収体が変形 して衝撃 を吸収 させつつ、周面側部材が大 き く変

形 しない ことか ら、大 きな変形 によ り周面側部材がキ ヤ ス クの端部外周面へ

当接 することはな く、 キャスクの密封性 が維持で きな くなるような衝撃荷重

がキャスクに伝達 されないので、 キャスクの端部外周面への局部 的な荷重 を

低減 することがで きる。

[001 1] また、本発明のキャスク用緩衝体では、前記端面側部材 は、前記板体間を

連結 して設 け られた複数 の端面補強部材 を備 えることを特徴 とする。

[001 2] このキ ャスク用緩衝体 によれば、端面補強部材 によ り、端面側部材 をよ り

変形 し難 くするので、 キャスクの端面への荷重 を低減 することがで きる。

[001 3] また、本発明のキャスク用緩衝体では、前記端面側部材 は、 少な くとも 1

つ を除 く板体の中央部分 に開 口部 が形成 され、前記開 口部 によ り開 口された

他 の板体 との領域 に複数 の中央補強部材 を備 えることを特徴 とする。

[0014] この キャスク用緩衝体 によれば、衝撃 吸収体 に棒状部材が貫通 した場合、

中央補強部材 によ りキャスクの端面の中央部分への局部 的な荷重 を低減 する

ことがで きる。

[001 5] また、本発明のキャスク用緩衝体 は、前記 中央補強部材 および当該 中央補

強部材が設 け られた前記板体で囲 まれた領域 に、前記衝撃 吸収体 を揷入する



ことを特徴 とする。

[001 6] このキャスク用緩衝体 によれば、 中央補強部材 を設 けた部分 にて衝撃 吸収

体 を保持することで、 当該衝撃 吸収体が衝撃 を吸収 する際 に、 この衝撃 吸収

体の位置 ズ レを防止するので、衝撃 吸収体の衝撃 吸収効果 を確実 に得 ること

がで きる。

[001 7] また、本発明のキャスク用緩衝体では、前記周面側部材 は、前記筒体の一

端部 の全周 に渡 り前記端面側部材 における前記板体の周縁 が前記筒体の外側

に突出 して設 け られた突出部 と、前記筒体の他端部 の全周 に渡 り外側 に突出

して設 け られた鍔部 と、前記突出部 と前記鍔部 との間を連結 すると共 に前記

筒体の外面 に設 け られた複数 の周面補強部材 と、 を備 えることを特徴 とする

[001 8] このキャスク用緩衝体 によれば、周面補強部材 によ り、周面側部材 をよ り

変形 し難 くするので、 キャスクの端部外周面への局部 的な荷重 をさ らに低減

することがで きる。

[001 9] また、本発明のキャスク用緩衝体 は、前記突出部、前記鍔部 および前記周

面補強部材で囲 まれた領域 に前記衝撃 吸収体 を挿入することを特徴 とする。

[0020] このキャスク用緩衝体 によれば、突出部、鍔部 および周面補強部材 によ り

衝撃 吸収体 を保持することで、 当該衝撃 吸収体が衝撃 を吸収 する際 に、 この

衝撃 吸収体の位置 ズ レを防止するので、衝撃 吸収体の衝撃 吸収効果 を確実 に

得 ることがで きる。

[0021 ] また、本発明のキャスク用緩衝体 は、前記端面側部材 において複数 の前記

板体が対面する部位 は、前記 キャスクの蓋部 を固定するためのボル トを覆 う

ことを特徴 とする。

[0022] このキャスク用緩衝体 によれば、衝撃 吸収体 に棒状部材が貫通 した場合、

キャスクの蓋部 を固定するためのボル 卜への集 中荷重 を低減 し、 ボル トの損

傷 を防 ぐことで蓋 の締付 け力 を維持で きるので、蓋部 の位置 ズ レを防止 し、

蓋部 と胴本体 との間に配置 した金属 ガスケ ッ 卜による密封 を維持することが

で きる。



[0023] また、本発明のキャスク用緩衝体は、前記端面側部材において複数の前記

板体が対面する部位は、前記蓋部に設けられた給排気、給排水または圧力監

視部を覆うことを特徴とする。

[0024] このキャスク用緩衝体によれば、衝撃吸収体に棒状部材が貫通した場合、

キャスクの蓋部に設けられた給排気、給排水または圧力監視部への集中荷重

を低減することで、給排気、給排水または圧力監視部のカバ一による密封を

維持することができる。

[0025] また、本発明のキャスク用緩衝体では、前記端面側部材は、複数の前記板

体が対面する間に、変形することにより衝撃を吸収する衝撃吸収材が充填さ

れる。

[0026] このキャスク用緩衝体によれば、衝撃吸収体に棒状部材が貫通した場合、

板体が受けた衝撃 （特に高周波衝撃）を衝撃吸収材で緩和することができる

[0027] また、本発明のキャスク用緩衝体は、前記キャスクを構成する蓋部の外周

面と前記周面側部材の内周面との間の寸法を、前記蓋部が固定される前記キ

ヤスクの胴本体の外周面と前記周面側部材の内周面との間の寸法よりも大き

く形成することを特徴とする。

[0028] このキャスク用緩衝体によれば、外周側からの衝撃を、周面側部材と共に

キャスクの胴本体で受けることで、蓋部側に掛かる衝撃を低減して、周面側

部材が蓋部に当接し衝撃が蓋部に伝達されることをより防ぐことができ、蓋

部の位置ズレを防止し、蓋部と胴本体との間に配置した金属ガスケッ卜によ

る密封を維持することができる。

[0029] また、本発明のキャスク用緩衝体は、前記衝撃吸収体は、木材のプロック

が複数組み合わされて形成されており、前記周面側部材の他端部の周りに沿

つて設けられ、前記キャスクの端面と平行方向の衝撃を吸収する第 1材料で

構成される第 1衝撃吸収体群と、前記周面側部材の一端部の周りおよび前記

端面側部材の外周に沿い、かつ前記第 1衝撃吸収体群と隣接して設けられ、

前記第 1材料よりも圧縮強度が低く、前記キャスクの端面と平行方向の衝撃



を吸収する第 2 材料で構成 される第 2 衝撃吸収体群 と、前記端面側部材の外

周に沿い、かつ前記第 2 衝撃吸収体群 と隣接 して前記衝撃吸収体の出隅部 に

設けられ、前記第 2 材料よりも圧縮強度が低 く、前記キャスクの端面に直交

する方向または斜め方向の衝撃 を吸収する第 3 材料で構成 される第 3 衝撃吸

収体群 と、前記第 2 衝撃吸収体群および前記第 3 衝撃吸収体群の内周に沿い

、かつ第 2 衝撃吸収体群および前記第 3 衝撃吸収体群 と隣接 して設けられ、

前記キャスクの端面に直交する方向の衝撃 を吸収する第 3 材料で構成 される

第 4 衝撃吸収体群 と、前記第 4 衝撃吸収体群の周の内側 に設けられ、前記キ

ヤスクの端面 と平行方向の衝撃 を吸収する第 3 材料で構成 される第 5 衝撃吸

収体群 と、 を備える。

[0030] このキャスク用緩衝体によれば、上述 した端面側部材および周面側部材の

効果に加え、各衝撃吸収体群 により、キャスクの想定する落下事象に対 して

、落下や衝突の衝撃 を適宜吸収することができる。

[0031 ] また、本発明のキャスク用緩衝体は、前記衝撃吸収体は、前記キャスクへ

の固定用のボル トを通す取付用穴が設けられ、当該取付用穴は、その奥行 き

方向に伸縮できることを特徴 とする。

[0032] このキャスク用緩衝体によれば、キャスクの垂直落下時あるいは垂直衝突

時において、衝撃吸収体が変形 を開始するとき、取付用穴の変形 による衝撃

荷重が急激 に増加することを抑制できる。 この結果、キャスクの垂直落下時

あるいは垂直衝突時において、蓋部 を胴本体に固定するボル トに過大な力が

作用することを抑制するので、金属ガスケ ッ 卜による密封を維持できる。

発明の効果

[0033] 本発明によれば、想定 し得 る様 々な落下事象に対する衝撃吸収性能を向上

することができる。

図面の簡単な説明

[0034] [ 図 1] 図 1 は、本発明の実施の形態に係 る緩衝体が適用されるキャスクの一部

破断斜視図である。

[ 図2] 図 2 は、図 1 に示すキャスクの平面図である。



[ 図3] 図 3 は、図 1 に示すキャスクの底面図である。

[ 図4] 図4 は、本発明の実施の形態に係る緩衝体の平面図である。

[ 図5] 図 5 は、本発明の実施の形態に係る緩衝体の側断面図である。

[ 図6] 図 6 は、本発明の実施の形態に係る緩衝体の平面側視斜視図である。

[ 図7] 図 7 は、本発明の実施の形態に係る緩衝体の底面視斜視図である。

[ 図8] 図 8 は、本発明の実施の形態に係る緩衝体の拡大側断面図である。

[ 図9] 図 9 は、本発明の実施の形態に係る緩衝体の拡大側断面図である。

[ 図10] 図 1 0 は、本発明の実施の形態に係る緩衝体の側断面図である。

[ 図11] 図 1 1 は、本発明の実施の形態に係る緩衝体の衝撃吸収体の側断面図

である。

[ 図12] 図 1 2 は、本発明の実施の形態に係る緩衝体の衝撃吸収体の平断面図

である。

[ 図13] 図 1 3 は、本発明の実施の形態に係る緩衝体の衝撃吸収体の他方向の

側断面図である。

発明を実施するための形態

[0035] 以下に、本発明に係る実施の形態を図面に基づいて詳細に説明する。なお

、この実施の形態によりこの発明が限定されるものではない。また、下記実

施の形態における構成要素には、当業者が置換可能かつ容易なもの、あるい

は実質的に同一のものが含まれる。

[0036] 図 1 は、本実施の形態の緩衝体が適用されるキャスクの一部破断斜視図で

あり、図 2 は、図 1 に示すキャスクの平面図であり、図 3 は、図 1 に示すキ

ヤスクの底面図である。

[0037] 図 1 〜図 3 に示すように、放射性物質を格納するキャスク 1 0 0 は、略円

筒形状に形成されている。キャスク 1 0 0 は、キヤビティ 1 0 1 と、バスケ

ッ卜1 0 2 と、容器本体としての胴本体 1 0 3 と、底部 1 0 4 と、蓋部 1 0

5 と、中性子遮蔽体 1 0 6 とを備える。

[0038] キヤビティ 1 0 1 は、キャスク 1 0 0 の内部に形成されている。キヤビテ

ィ 1 0 1 は、胴本体 1 0 3 と底部 1 0 4 と蓋部 1 0 5 とによって囲まれる空



間である。バスケット1 0 2 は、キャスク 1 0 0 の内部に設けられる。バス

ケッ卜1 0 2 は、使用済燃料としての使用済燃料集合体を収納するセル 1 0

2 a を有する。バスケット1 0 2 は、例えば、中性子吸収性能をもつ材料の

粉末を添加 したアルミニウム複合材によって構成される。キヤビティ 1 0 1

は、その内面が、バスケット1 0 2 の外周形状に合わせて形成されている。

なお、キヤビティ 1 0 1 を単純形状の円筒形として、キヤビティ 1 0 1 とバ

スケッ卜1 0 2 との間のセル 1 0 2 a として使えない隙間に伝熱性能に優れ

たスぺ一サを配置 したものとしてもよい。

[0039] 胴本体 1 0 3 は、略円筒形状に形成されている。胴本体 1 0 3 は、下部 （

他端部）に底部 1 0 4 が溶接により結合される。また、胴本体 1 0 3 は、上

部 （一端部）の開口端に蓋部 1 0 5 が設けられる。また、胴本体 1 0 3 は、

その外側に トラニオン 1 0 8 が固定されている。 トラニオン 1 0 8 は、キヤ

スク 1 0 0 をクレーンなどの揚重設備で吊るための吊具として機能する。胴

本体 1 0 3 は、周囲に中性子遮蔽体 1 0 6 が封入されている。中性子遮蔽体

1 0 6 は、水素を多く含有する高分子材料であって中性子遮蔽機能を実現す

るものである。中性子遮蔽体 1 0 6 は、中性子吸収剤としてほう素またはほ

う素化合物を含むレジンが代表的である。これにより、胴本体 1 0 3 は、中

性子遮蔽機能が高められる。また、底部 1 0 4 は、胴本体 1 0 3 の底面から

円柱状に突出して設けられており、その内部に中性子遮蔽体 1 0 6 が封入さ

れて中性子遮蔽機能が高められている。また、底部 1 0 4 は、図 3 に示すよ

うにその底面に、本実施の形態の緩衝体をキャスク 1 0 0 に取り付けるため

のボル 卜7 を螺合するためのボル ト穴 1 0 4 c が円周に沿って複数設けられ

ている。

[0040] 蓋部 1 0 5 は、胴本体 1 0 3 の底部 1 0 4 とは反対側の開口端を閉塞する

。蓋部 1 0 5 は、一次蓋 1 0 5 a と二次蓋 1 0 5 b とを含んで構成される。

—次蓋 1 0 5 a は、ァ線を遮蔽する炭素鋼やステンレス鋼を材料として円盤

形状に形成される。二次蓋 1 0 5 b は、一次蓋 1 0 5 a を覆ってキャスク 1

0 0 の外側に表れるもので、一次蓋 1 0 5 a と同様に、ァ線を遮蔽する炭素



鋼やステ ンレス鋼 を材料 と して円盤形状 に形成 される。 また、一次蓋 1 0 5

a は、内部 に中性子遮蔽体 1 0 6 が封入されて中性子遮蔽機能が高め られて

もよい。

[0041 ] —次蓋 1 0 5 a および二次蓋 1 0 5 b は、炭素鋼やステ ン レス鋼 を材料 と

するボル ト1 0 9 a ， 1 0 9 b により胴本体 1 0 3 に取付けられる。 このた

め、一次蓋 1 0 5 a および二次蓋 1 0 5 b は、ボル ト1 0 9 a ， 1 0 9 b を

揷通する揷通穴 1 0 5 c が円周に沿 って複数形成 されている。一方、胴本体

1 0 3 は、ボル ト1 0 9 a ， 1 0 9 b を螺合するボル ト穴 1 1 0 a ， 1 1 0

b が揷通穴 1 0 5 c の数 に対応 して円周に沿 って複数形成 されている。そ し

て、キャスク 1 0 0 の外側 に表れる二次蓋 1 0 5 b の揷通穴 1 0 5 c の数個

(本実施の形態では 1 2 個）は、本実施の形態の緩衝体 1 をキ ャス ク 1 0 0

に取 り付けるためのボル ト7 を揷通するために設けられ、ボル ト穴 1 1 0 b

の数個 （本実施の形態では 1 2 個）も、ボル ト7 を螺合するために設けられ

ている。

[0042] 図 2 に示すように、蓋部 1 0 5 (—次蓋 1 0 5 a および二次蓋 1 0 5 b )

は、複数 （本実施の形態では 4 つ）の給排気、給排水 または圧力監視部 1 0

5 d が設けられている。給排気、給排水 または圧力監視部 1 0 5 d は、蓋部

0 5 を胴本体 1 0 3 に取 り付けた状態で、キヤビテ ィ 1 0 1 内に、例えば

キヤビテ ィ 1 0 1 内の給排水や、ヘ リウムガスを封入 し、その圧力を検査す

るもので、蓋部 1 0 5 (—次蓋 1 0 5 a および二次蓋 1 0 5 b ) を貫通する

穴と、 この穴にプラグなどを設置 して穴を塞 ぐカバ一とで構成 されている。

[0043] 図には明示 しないが、一次蓋 1 0 5 a と胴本体 1 0 3 との間には金属ガス

ケ ッ 卜が設けられる。 また、図には明示 しないが、二次蓋 1 0 5 b と胴本体

1 0 3 との間、および蓋部 1 0 5 (—次蓋 1 0 5 a および二次蓋 1 0 5 b )

と、給排気、給排水 または圧力監視部 1 0 5 d との間にも、金属ガスケ ッ ト

が設けられる。 この金属ガスケ ッ トは、一次蓋 1 0 5 a と胴本体 1 0 3 との

間の密封性 を確保する。 また、金属ガスケ ッ トは、二次蓋 1 0 5 b と胴本体

1 0 3 との間の密封性 を確保する。 また、金属ガスケ ッ トは、給排気、給排



水または圧力監視部 1 0 5 d と胴本体 1 0 3 との間の密封性を確保する。

[0044] 図 4 は、本実施の形態に係る緩衝体の平面図であり、図 5 は、本実施の形

態に係る緩衝体の側断面図であり、図 6 は、本実施の形態に係る緩衝体の平

面側視斜視図であり、図 7 は、本実施の形態に係る緩衝体の底面視斜視図で

ある。

[0045] 図 4 〜図 7 に示すように、上述 したキャスク 1 0 0 に適用される緩衝体 1

は、使用済燃料集合体を格納するキャスク 1 0 0 の両端部である蓋部 1 0 5

側および底部 1 0 4 側に取り付けられ、キャスク 1 0 0 に対する衝撃を吸収

するもので、端面側部材 2 と、周面側部材 3 と、衝撃吸収体 4 とで構成され

ている。なお、本実施の形態の緩衝体 1 は、蓋部 1 0 5 側と底部 1 0 4 側と

に取り付けられる構成が同等であるため、蓋部 1 0 5 側に取り付けられる方

を説明 し、底部 1 0 4 側に取り付けられる方の説明を省略する。

[0046] 端面側部材 2 は、キャスク 1 0 0 の端面 1 0 0 a に沿って配置されるもの

である。キャスク 1 0 0 の端面 1 0 0 a とは、蓋部 1 0 5 (二次蓋 1 0 5 b

) の上面、および底部 1 0 4 の底面である。端面側部材 2 は、鋼材からなる

複数 （本実施の形態では 2 つ）の板体 2 1， 2 2 を有 している。板体 2 1，

2 2 は、二次蓋 1 0 5 b の円形の大きさと同等または若干大きい円形状に形

成されている。また、板体 2 1， 2 2 は、相互の板面が間隔をおいて対面 し

て設けられており、板面がキャスク 1 0 0 の端面 1 0 0 a に沿って配置され

ている。本実施の形態では、板体 2 がキャスク 1 0 0 の端面 1 0 0 a に対

面 して配置され、板体 2 2 がキャスク 1 0 0 の端面 1 0 0 a から板体 2 と

の間の間隔により離隔 して配置されている。

[0047] この端面側部材 2 は、少なくとも 1 つの板体 （本実施の形態では板体 2

であるが板体 2 2 であってもよい）が、キャスク 1 0 0 の端面 1 0 0 a 全体

を覆う。そして、この少なくとも 1 つの板体 2 を除く板体 （本実施の形態

では板体 2 2 であるが板体 2 であってもよい）の中央部分に円形の開口部

2 3 が形成されている。開口部 2 3 の縁には、仕切部材 2 4 が設けられてい

る。仕切部材 2 4 は、鋼材からなり、開口部 2 3 の円形に沿って円筒状に形



成 され、各板体 2 ， 2 の間に配置されていることで、板体 2 1 ， 2 2 が

対面する側 と、開口部 2 3 側 とに板体 2 1 ， 2 2 間の領域 を仕切 る。なお、

全ての板体 2 1 ， 2 2 に開口部 2 3 を形成 しな くてもよい。開口部 2 3 を形

成 しない場合、仕切部材 2 4 は配置されない。

[0048] また、端面側部材 2 は、板体 2 1 ， 2 2 間を連結する複数の端面補強部材

5 が設けられている。端面補強部材 5 は、鋼材か らなる リブであって、板体

2 1 , 2 の円形状の中心 を基に放射方向に延在 して設けられている。なお

、本実施の形態の緩衝体 1 は、板体 2 2 の中央部分に開口部 2 3 が形成 され

ているため、端面補強部材 5 は、開口部 2 3 を除いた部分であって、仕切部

材 2 4 と周面側部材 3 との間で各板体 2 ， 2 2 の板面が対面する部分に設

けられている。一方、全ての板体 2 1 ， 2 2 に開口部 2 3 が形成 されていな

い場合、端面補強部材 5 は、板体 2 1 ， 2 2 の中央部分を含み、各板体 2 1

， 2 2 の板面が対面する部分に設けられる。

[0049] また、端面側部材 2 は、開口部 2 3 が設けられた場合、当該開口部 2 3 に

より開口された他の板体 との領域 に複数の中央補強部材 6 が設けられている

。中央補強部材 6 は、鋼材か らなる リブであって、仕切部材 2 4 の内側で板

体 2 1 ， 2 の円形状の中心 を基に放射方向に延在 して設けられている。

[0050] また、端面側部材 2 は、キャスク 1 0 0 の端面 1 0 0 a に最も近い板体 2

1 に、キャスク 1 0 0 のボル ト穴 1 1 0 b に螺合するボル ト7 が係止される

係止穴 8 が設けられ、その他の板体 2 にボル 卜7 を揷通する揷通穴 9 が設

けられている。すなわち、端面側部材 2 は、板体 2 がボル 卜7 によりキヤ

スク 1 0 0 に固定されることで、キャスク 1 0 0 に取 り付けられる。

[0051 ] 周面側部材 3 は、キャスク 1 0 0 の端部外周面 1 0 0 b に沿 って配置され

るものである。キャスク 1 0 0 の端部外周面 1 0 0 b とは、蓋部 1 0 5 (二

次蓋 1 0 5 b ) の外周面、および底部 1 0 4 の外周面である。周面側部材 3

は、鋼材か らなる筒状の筒体 3 を有 している。筒体 3 は、その一端部が

端面側部材 2 の周縁 に溶接接合されている。具体的に、筒体 3 の一端部は

、板体 2 2 の板面に接合されているとともに、板体 2 1 の周端 に接合されて



いる。これにより、端面側部材 2 がキャスク 1 0 0 の端面 1 0 0 a に取り付

けられた状態で、周面側部材 3 は、キャスク 1 0 0 の端部外周面 1 0 0 b を

覆う。なお、筒体 3 1 は、鋼材からなる他の構成よりも厚さが厚い鋼材が用

いられている。

[0052] また、周面側部材 3 は、筒体 3 1 の一端部が板体 2 2 の板面に接合されて

いることで、筒体 3 1 の一端部の全周に渡 り端面側部材 2 における板体 2 2

の周縁が筒体 3 1 の外側に突出する突出部 1 0 が設けられている。また、周

面側部材 3 は、筒体 3 の他端部の全周に渡 り外側に突出する鋼材からなる

鍔部 1 1 が設けられている。また、周面側部材 3 は、突出部 1 0 と鍔部 1 1

との間を連結すると共に筒体 3 の外面に複数の周面補強部材 1 2 が設けら

れている。周面補強部材 1 2 は、鋼材からなるリブであって、筒体 3 1 の外

周面に板体 2 ， 2 の円形状の中心を基に放射方向に延在 して設けられて

いる。

[0053] 衝撃吸収体 4 は、上述 した端面側部材 2 の外側、および周面側部材 3 の外

側に取り付けられ、緩衝体 1全体での最も外側に配置されるものである。衝

撃吸収体 4 は、キャスク 1 0 0 が落下や衝突 したときの衝撃を、変形するこ

とにより吸収するもので、例えば木材により構成されている。

[0054] 端面側部材 2 に対 し、衝撃吸収体 4 は、最も外側の板体 2 2 における外側

板面に沿って取り付けられている。また、端面側部材 2 に対 し、衝撃吸収体

4 は、最も外側の板体 2 2 に開口部 2 3 が形成されている場合、当該開口部

2 3 内であって、他の板体 2 と仕切部材 2 4 と中央補強部材 6 とで形成さ

れた領域に揷入されている。

[0055] 周面側部材 3 に対 し、衝撃吸収体 4 は、筒体 3 の外周面と突出部 1 0 と

鍔部 1 1 と周面補強部材 1 2 とで形成された領域に一部が挿入されて取り付

けられている。

[0056] さらに、衝撃吸収体 4 は、端面側部材 2 と周面側部材 3 とに取り付けられ

ると共に、端面側部材 2 と周面側部材 3 とがなす出隅部分の外側の角部に取

り付けられている。これにより、衝撃吸収体 4 は、端面側部材 2 の外側、お



よび周面側部材 3 の外側 に取 り付 け られると共 に、緩衝体 1 全体での最 も外

側 に配置 される。 そ して、緩衝体 1 は、 キャスク 1 0 0 の両端面の外側 に突

出すると共 に、 キャスク 1 0 0 の胴本体 1 0 3 の周囲に設 け られた中性子遮

蔽体 1 0 6 の外径 よ りも外側 に突出する。

[0057] このように構成 された本実施の形態のキャスク用緩衝体は、鋼材か らなる

複数の板体 2 1 ， 2 2 が相互 に対面する板面間に間隔をおいて形成 され、 こ

の板体 2 1 ， 2 2 の板面がキヤスク 1 0 0 の端面 1 0 0 a に沿 つて配置 され

る端面側部材 2 と、鋼材か らなる筒体 3 をなす と共 に一端部が端面側部材

2 の周縁 に接合 され、 キャスク 1 0 0 の端部外周面 1 0 0 b に沿 って配置 さ

れる周面側部材 3 と、 を備 え、変形することによ り衝撃 を吸収する衝撃吸収

体 4 が、端面側部材 2 および周面側部材 3 の外側 に設 け られている。

[0058] キャスク 1 0 0 は、国際原子力機 関 （I A E A : Internat i ona l Atom i c

Energy Agency) の安全基準、放射性物質安全輸送規則 2 0 0 5 年版 におい

て、事故時の輸送条件 に耐える能力 （密閉性、遮蔽性、未臨界性の維持）を

実証するための落下試験 と して、高さ 9 mか らの落下事象 （落下試験 I ) や

、直立 した直径 1 5 c m の丸棒上への高さ 1 mか らの落下事象 （落下試験 I I

) が課せ られている。落下事象は、例 えば （1 ) 端面 1 0 0 a (図 1 に示す

キャスク 1 0 0 の中心軸 R ) を垂直方向に向けた垂直落下、 （2 ) 端面 1 0

0 a ( 中心軸 R ) を水平方向に向けた水平落下、 （3 ) 端面 1 0 0 a ( 中心

軸 R ) を斜めに向けた角部落下、がある。 また、近年では、 キャスク 1 0 0

の蓋部 1 0 5 と胴本体 1 0 3 との間に金属 ガスケ ッ 卜が採用され、胴本体 1

0 3 に対する蓋部 1 0 5 の位置ズ レを抑 えることが重要であ り、かつ使用済

燃料集合体の格納数の増加 によるキャスク 1 0 0 の重量 も増加 してお り、緩

衝体 1 への緩衝性能の要求が高 まっている。

[0059] このキャスク用緩衝体 によれば、上述 した （1 ) ~ ( 3 ) の想定 し得 るキ

ヤスク 1 0 0 の様 々な落下事象 に対 し、衝撃吸収性能 を向上することが可能

になる。具体的には、落下時や衝突時に、外側の衝撃吸収体 4 が変形 して衝

撃 を吸収 させつつ、鋼材か らなる端面側部材 2 が大 きく変形 しないことか ら



、大 きな変形 により端面側部材 2 が蓋部 1 0 5 へ当接することはな く、キヤ

スク 1 0 0 の密封性が維持できな くなるような衝撃荷重がキヤスク 1 0 0 に

伝達されないので、 （1 ) 、 （3 ) の落下事象に対 し、キャスク 1 0 0 の端

面 1 0 0 a への局部的な荷重を低減することが可能になる。 さらに、落下時

や衝突時に、外側の衝撃吸収体 4 が変形 して衝撃 を吸収 させつつ、周面側部

材 3 が大 きく変形 しないことか ら、大 きな変形 により周面側部材 3 がキャス

ク 1 0 0 の端部外周面 1 0 0 b へ当接することはな く、キャスク 1 0 0 の密

封性が維持できな くなるような衝撃荷重がキヤスク 1 0 0 に伝達されないの

で、 （2 ) の落下事象に対 し、キャスク 1 0 0 の端部外周面 1 0 0 b への局

所的な荷重を低減することが可能になる。 しかも、蓋部 1 0 5 側 においては

、蓋部 1 0 5 のズ レを防ぎ、蓋部 1 0 5 と胴本体 1 0 3 との間に配置 した金

属ガスケ ッ トによる密封を維持することが可能になる。 この結果、想定 し得

る様 々な落下事象に対する衝撃吸収性能を向上することが可能 となる。なお

、周面側部材 3 の筒体 3 は、鋼材か らなる他の構成 よりも厚 さが厚い鋼材

が用い られている。 このため、緩衝体 1 の寸法制限が厳 しいキャスク 1 0 0

の端部外周面 1 0 0 b 側で外側 に大 きく突出することな く、適度の剛性 を得

ることが可能になる。

[0060] また、本実施の形態のキャスク用緩衝体では、端面側部材 2 は、板体 2 1

， 2 2 間を連結 して設けられた複数の端面補強部材 5 を備える。

[0061 ] このキャスク用緩衝体によれば、端面補強部材 5 により、端面側部材 2 を

より変形 し難 くするので、キャスク 1 0 0 の端面 1 0 0 a への荷重を低減す

ることが可能になる。

[0062] また、本実施の形態のキャスク用緩衝体では、端面側部材 2 は、少な くと

も 1 つを除 く板体 2 2 の中央部分に開口部 2 3 が形成 され、 この開口部 2 3

により開口された他の板体 2 との領域 に複数の中央補強部材 6 を備える。

[0063] このキャスク用緩衝体によれば、衝撃吸収体 4 に棒状部材が貫通 した場合

、中央補強部材 6 によりキャスク 1 0 0 の端面 1 0 0 a の中央部分への局部

的な荷重を低減することが可能になる。



[0064] また、本実施の形態のキャスク用緩衝体は、中央補強部材 6 および中央補

強部材 6 が設けられた板体 2 で囲まれた領域に、衝撃吸収体 4 を挿入する

[0065] このキャスク用緩衝体によれば、中央補強部材 6 を設けた部分にて衝撃吸

収体 4 を保持することで、当該衝撃吸収体 4 が衝撃を吸収する際に、この衝

撃吸収体 4 の位置ズレを防止するので、衝撃吸収体 4 の衝撃吸収効果を確実

に得ることが可能になる。特に、高さ9 mからの落下事象における、 （3 )

端面 1 0 0 a を斜めに向けた角部落下に対 し、衝撃吸収体 4 の位置ズレを防

止 して、衝撃吸収体 4 の衝撃吸収効果を確実に得ることが可能になる。

[0066] また、本実施の形態のキャスク用緩衝体では、周面側部材 3 は、筒体 3 1

の一端部の全周に渡 り端面側部材 2 における板体 2 の周縁が筒体 3 の外

側に突出して設けられた突出部 1 0 と、筒体 3 の他端部の全周に渡 り外側

に突出して設けられた鍔部 1 1 と、突出部 1 0 と鍔部 1 1 との間を連結する

と共に筒体 3 の外面に設けられた複数の周面補強部材 1 2 とを備える。

[0067] このキャスク用緩衝体によれば、周面補強部材 1 2 により、周面側部材 3

をより変形 し難 くするので、キャスク 1 0 0 の端部外周面 1 0 0 b への局所

的な荷重をさらに低減することが可能になる。

[0068] また、本実施の形態のキャスク用緩衝体は、突出部 1 0 、鍔部 1 1 および

周面補強部材 1 2 で囲まれた領域に衝撃吸収体 4 を挿入する。

[0069] このキャスク用緩衝体によれば、突出部 1 0 、鍔部 1 1 および周面補強部

材 1 2 により衝撃吸収体 4 を保持することで、当該衝撃吸収体 4 が衝撃を吸

収する際に、この衝撃吸収体 4 の位置ズレを防止するので、衝撃吸収体 4 の

衝撃吸収効果を確実に得ることが可能になる。特に、高さ9 mからの落下事

象における、 （3 ) 端面 1 0 0 a を斜めに向けた角部落下に対 し、衝撃吸収

体 4 の位置ズレを防止 して、衝撃吸収体 4 の衝撃吸収効果を確実に得ること

が可能になる。

[0070] また、本実施の形態のキャスク用緩衝体は、端面側部材 2 において複数の

板体 2 ， 2 が対面する部位は、キャスク 1 0 0 の蓋部 1 0 5 (特に、二



次蓋 1 0 5 b ) を固定するためのボル ト1 0 9 b を覆 う。

[0071 ] このキャスク用緩衝体によれば、衝撃吸収体 4 に棒状部材が貫通 した場合

、キャスク 1 0 0 の蓋部 1 0 5 (特 に、二次蓋 1 0 5 b ) を固定するための

ボル 卜1 0 9 b への集中荷重を低減 し、ボル 卜1 0 9 b の損傷 を防 ぐことで

蓋部 1 0 5 の締付け力を維持でき、蓋部 1 0 5 の位置ズ レを防止することが

可能になる。 この結果、蓋部 1 0 5 と胴本体 1 0 3 との間に配置 した金属ガ

スケ ッ 卜による密封を維持することが可能になる。特 に、丸棒上への高さ 1

mか らの落下事象における、 （1 ) 端面 1 0 0 a を垂直方向に向けた垂直落

下に対 し、ボル ト1 0 9 b への過大な荷重を低減することが可能になる。な

お、図には明示 しないが、ボル 卜1 0 9 b を覆 う板体 2 は、ボル 卜1 0 9

b と対面する板面に凹みが形成 されていることが好ま しい。 または、ボル ト

1 0 9 b は、端面 1 0 0 a よ りも凹んで設けられていることが好ま しい。 こ

れ らの凹みにより、ボル ト1 0 9 b に係 る衝撃 （特 に、丸棒上への高さ 1 m

か らの落下事象における、 （1 ) 端面 1 0 0 a を垂直方向に向けた垂直落下

時の衝撃）を低減することが可能になる。

[0072] また、本実施の形態のキャスク用緩衝体は、端面側部材 2 において複数の

板体 2 1 ， 2 2 が対面する部位は、蓋部 1 0 5 に設けられた給排気、給排水

または圧力監視部 1 0 5 d を覆 う。

[0073] このキャスク用緩衝体によれば、衝撃吸収体 4 に棒状部材が貫通 した場合

、キャスク 1 0 0 の蓋部 1 0 5 に設けられた給排気、給排水 または圧力監視

部 1 0 5 d への集中荷重を低減することで、給排気、給排水 または圧力監視

部 1 0 5 d のカバ一による密封を維持することが可能になる。特 に、丸棒上

への高さ 1 mか らの落下事象における、 （1 ) 端面 1 0 0 a を垂直方向に向

けた垂直落下に対 し、給排気、給排水 または圧力監視部 1 0 5 d への過大な

荷重を低減することが可能になる。なお、図には明示 しないが、給排気、給

排水 または圧力監視部 1 0 5 d を覆 う板体 2 は、給排気、給排水 または圧

力監視部 1 0 5 d と対面する板面に凹みが形成 されていることが好ま しい。

または、給排気、給排水 または圧力監視部 1 0 5 d は、端面 1 0 0 a よ りも



凹んで形成されていることが好ましい。これらの凹みにより、給排気、給排

水または圧力監視部 1 0 5 d に係る衝撃 （特に、丸棒上への高さ 1 mからの

落下事象における、 （1 ) 端面 1 0 0 a を垂直方向に向けた垂直落下時の衝

撃）を低減することが可能になる。

[0074] また、本実施の形態のキャスク用緩衝体では、端面側部材 2 は、複数の板

体 2 1， 2 2 が対面する間に、変形することにより衝撃を吸収する衝撃吸収

材が充填される。ここで、衝撃吸収材とは、木材、発泡ウレタン、発泡金属

などを示す。

[0075] このキャスク用緩衝体によれば、丸棒上への高さ 1 mからの落下事象にお

ける、 （1 ) 端面 1 0 0 a を垂直方向に向けた垂直落下に対 し、衝撃吸収体

4 に棒が貫通 した場合、板体 2 2 が受けた衝撃 （特に高周波衝撃）を衝撃吸

収材で緩和することが可能になる。

[0076] また、本実施の形態のキャスク用緩衝体は、図 8 および図 9 の本実施の形

態に係る緩衝体の拡大側断面図に示すように、キャスク 1 0 0 を構成する蓋

部 1 0 5 (本実施の形態では二次蓋 1 0 5 b ) の外周面と、周面側部材 3 の

筒体 3 の内周面との間の寸法A が、蓋部 1 0 5 が固定されるキャスク 1 0

0 の胴本体 1 0 3 の外周面と、周面側部材 3 の筒体 3 の内周面との間の寸

法 B よりも大きく形成されている。具体的には、図 8 に示すように、周面側

部材 3 の筒体 3 において、二次蓋 1 0 5 b の外周面に対面する部分に 1 m

m程度凹む段差部 3 a を設け、当該段差部 3 a の厚さを胴本体 1 0 3 の

外周面に対面する部分よりも薄 くする。または、図 9 に示すように、二次蓋

1 0 5 b の外径を、胴本体 1 0 3 の外径よりも 1 m m程度小さくする。

[0077] このキャスク用緩衝体によれば、外周側からの衝撃 （特に、 （2 ) 端面 1

0 0 a を水平方向に向けた水平落下時の衝撃）を、周面側部材 3 と共にキヤ

スク 1 0 0 の胴本体 1 0 3 で受けることで、蓋部 1 0 5 (二次蓋 1 0 5 b )

側に掛かる衝撃を低減 し、周面側部材 3 が蓋部 1 0 5 (二次蓋 1 0 5 b ) に

当接 し衝撃が蓋部 1 0 5 に伝達されることをより防ぐことが可能になる。こ

の結果、蓋部 1 0 5 の位置ズレを防止 し、蓋部 1 0 5 と胴本体 1 0 3 との間



に配置 した金属ガスケットによる密封を維持することが可能になる。

[0078] また、本実施の形態のキャスク用緩衝体は、図 1 0 の本実施の形態に係る

緩衝体の側断面図に示すように、周面側部材 3 において、筒体 3 を多重 （

本実施の形態では二重）に設けてもよい。この場合、各筒体 3 1 の一端部は

、板体 2 2 の板面に接合されて外側に突出部 1 0 が設けられる。また、各筒

体 3 の他端部は、鍔部 1 1 が設けられる。そして、各筒体 3 、板体 2 2

、鍔部 1 1 で形成される領域に周面補強部材 1 2 が設けられる。また、最も

外側の筒体 3 1、突出部 1 0 、鍔部 1 1 で形成される領域に周面補強部材 1

2 が設けられる。

[0079] このキャスク用緩衝体によれば、周面側部材 3 をより変形 し難くするので

、キャスク 1 0 0 の端部外周面 1 0 0 b への荷重をさらに低減することが可

能になる。なお、筒体 3 を多重に設ける場合、筒体 3 は、鋼材からなる

他の構成と同等の厚さの鋼材が用いられる。このため、緩衝体 1 の寸法制限

が厳 しいキャスク 1 0 0 の端部外周面 1 0 0 b 側で外側に大きく突出するこ

となく、適度の剛性を得ることが可能になる。

[0080] また、筒体 3 を多重に設ける場合、最も外側の筒体 3 1、突出部 1 0 、

鍔部 1 1、周面補強部材 1 2 で囲まれた領域に衝撃吸収体 4 を挿入する。こ

のため、突出部 1 0 、鍔部 1 1 および周面補強部材 1 2 により衝撃吸収体 4

を保持 し、当該衝撃吸収体 4 が衝撃を吸収する際に、この衝撃吸収体 4 の位

置ズレを防止することで、衝撃吸収体 4 の衝撃吸収効果を確実に得ることが

可能になる。

[0081 ] また、筒体 3 を多重に設ける場合、各筒体 3 、板体 2 2 、鍔部 1 1 、

周面補強部材 1 2 で囲まれる領域に、変形することにより衝撃を吸収する衝

撃吸収材が充填される。ここで、衝撃吸収材とは、木材、発泡ウレタン、発

泡金属などを示す。このため、丸棒上への高さ 1 mからの落下事象における

、 （2 ) 端面 1 0 0 a を水平方向に向けた水平落下に対 し、衝撃吸収体 4 に

棒が貫通 した場合、外側の筒体 3 1 が受けた衝撃 （特に高周波衝撃）を衝撃

吸収材で緩和することが可能になる。



[0082] 以下、本実施の形態の緩衝体 1 における衝撃吸収体 4 について説明する。

図 1 1 は、本実施の形態に係る緩衝体の衝撃吸収体の側断面図であり、図 1

2 は、衝撃吸収体の平断面図である。また、図 1 1 および図 1 2 中の両矢印

は、衝撃吸収体 4 を構成する木材の繊維の方向を示 している。

[0083] 本実施の形態に係る緩衝体 1 では、木材で衝撃吸収体 4 を構成するととも

に、衝撃吸収体 4 の種類や繊維の方向を変更 して配置することにより、キヤ

スク 1 0 0 の緩衝体として要求される機能をさらに発揮できるようにしてあ

る。

[0084] 図 1 1 に示すように、衝撃吸収体 4 は、第 1衝撃吸収体群 4 と、第 2 衝

撃吸収体群 4 2 と、第 3 衝撃吸収体群 4 3 と、第4 衝撃吸収体群 4 4 と、第

5 衝撃吸収体群 4 5 とを組み合わせて構成されている。これら、第 1衝撃吸

収体群 4 〜第 5 衝撃吸収体群 4 5 は、木材のプロックを複数組み合わせて

形成されている。また、衝撃吸収体 4 は、その最も外側が外殻 4 6 で被われ

ている。

[0085] 第 1衝撃吸収体群 4 は、周面側部材 3 の他端部の周りに沿って設けられ

ている。また、第 1衝撃吸収体群 4 は、キャスク 1 0 0 の端面 1 0 0 a と

平行方向に沿って繊維の方向を配置することで、キャスク 1 0 0 の端面 1 0

0 a と平行方向の衝撃を吸収する第 1材料で構成されている。この第 1衝撃

吸収体群 4 1 は、図 1 1 および図 1 2 に示すように、衝撃吸収体 4 の周方向

に複数分割されたプロックが、鍔部 1 1 および周面補強部材 1 2 で囲まれた

領域に揷入されて、鍔部 1 1 および周面補強部材 1 2 により保持される。

[0086] 第 2 衝撃吸収体群 4 2 は、周面側部材 3 の一端部の周り、および端面側部

材 2 の外周に沿い、かつ第 1衝撃吸収体群 4 と隣接 して設けられている。

また、第 2 衝撃吸収体群 4 2 は、第 1材料よりも圧縮強度が低 く、キャスク

1 0 0 の端面 1 0 0 a と平行方向に沿って繊維の方向を配置することで、キ

ヤスク 1 0 0 の端面 1 0 0 a と平行方向の衝撃を吸収する第 2 材料で構成さ

れている。この第 2 衝撃吸収体群 4 2 は、衝撃吸収体 4 の周方向に複数分割

されたプロックが、図 1 1 および図 1 2 に示すように、突出部 1 0 および周



面補強部材 1 2 で囲まれた領域 に挿入されて、突出部 1 0 および周面補強部

材 1 2 により保持される。

[0087] 第 3 衝撃吸収体群 4 3 は、端面側部材 2 の外周に沿い、かつ第 2 衝撃吸収

体群 4 2 と隣接 して衝撃吸収体 4 の出隅部 に設けられている。 また、第 3 衝

撃吸収体群 4 3 は、第 2 材料よりも圧縮強度が低 く、キャスク 1 0 0 の端面

1 0 0 a と平行方向に沿 って繊維の方向を配置することで、キャスク 1 0 0

の端面 1 0 0 a に直交する方向または斜め方向の衝撃 を吸収する第 3 材料で

構成 されている。 この第 3 衝撃吸収体群 4 3 は、図には明示 しないが衝撃吸

収体 4 の周方向に複数分割されたプロックで構成 されている。

[0088] 第 4 衝撃吸収体群 4 4 は、第 2 衝撃吸収体群 4 2 および第 3 衝撃吸収体群

4 3 の内周に沿い、かつ第 2 衝撃吸収体群 4 2 および第 3 衝撃吸収体群 4 3

と隣接 して設けられている。 また、第 4 衝撃吸収体群 4 4 は、キャスク 1 0

0 の端面 1 0 0 a に直交する方向に沿 って繊維の方向を配置することで、キ

ヤスク 1 0 0 の端面 1 0 0 a に直交する方向の衝撃 を吸収する第 3 材料で構

成 されている。 この第 4 衝撃吸収体群 4 4 は、図には明示 しないが衝撃吸収

体 4 の周方向に複数分割されたプロックで構成 されている。

[0089] 第 5 衝撃吸収体群 4 5 は、第 4 衝撃吸収体群 4 4 の周の内側 に設けられて

いる。 また、第 5 衝撃吸収体群 4 5 は、キャスク 1 0 0 の端面 1 0 0 a と平

行方向に沿 って繊維の方向を配置することで、キャスク 1 0 0 の端面 1 0 0

a と平行方向の衝撃 を吸収する第 3 材料で構成 されている。 この第 5 衝撃吸

収体群 4 5 は、図には明示 しないが衝撃吸収体 4 の周方向に複数分割された

プロックで構成 されている。

[0090] なお、本実施の形態のキャスク用緩衝体では、端面側部材 2 が、少な くと

も 1 つを除 く板体 2 2 の中央部分に開口部 2 3 が形成 され、 この開口部 2 3

により開口された他の板体 2 との領域 に複数の中央補強部材 6 を備える。

そ して、中央補強部材 6 および中央補強部材 6 が設けられた板体 2 で囲ま

れた領域 に、第 5 衝撃吸収体群 4 5 が挿入される。

[0091 ] また、第 1 衝撃吸収体群 4 を構成する第 1 材料は、衝撃吸収体 4 をなす



全ての材料の中で、最も圧縮強度が高く、例えばオーク （樫）を用いる。ま

た、第 2 衝撃吸収体群 4 2 を構成する第 2 材料は、第 1材料よりも圧縮強度

が低 く、例えばレッドセダ一 （米杉）を用いる。また、第 3 衝撃吸収体群 4

3 、第4 衝撃吸収体群 4 4 、および第 5 衝撃吸収体群 4 5 を構成する第 3 材

料は、第 2 材料よりも圧縮強度が低 く、例えばパルサを用いる。ここで圧縮

強度とは、衝撃吸収体を圧縮 した際のヤング係数や圧縮強さなどである。

[0092] 外殻 4 6 は、端面側部材 2 および周面側部材 3 よりも薄い鋼材からなり、

上述 した第 1衝撃吸収体群 4 〜第 5 衝撃吸収体群 4 5 を被うように、第 1

衝撃吸収体群 4 〜第 5 衝撃吸収体群 4 5 の外側面に沿って設けられている

。この外殻 4 6 は、周面側部材 3 における鍔部 1 1 に対 して溶接により接合

される。そして、外殻 4 6 は、第 1衝撃吸収体群 4 1 〜第 5 衝撃吸収体群 4

5 を湿気や水滴から保護 し、かつ上述 した落下事象において、第 1衝撃吸収

体群 4 〜第 5 衝撃吸収体群 4 5 と共に変形 して衝撃を吸収する。

[0093] このように、本実施の形態のキャスク用緩衝体では、衝撃吸収体 4 は、木

材のプロックが複数組み合わされて形成されており、周面側部材 3 の他端部

の周りに沿って設けられ、キャスク 1 0 0 の端面 1 0 0 a と平行方向の衝撃

を吸収する第 1材料で構成される第 1衝撃吸収体群 4 と、周面側部材 3 の

一端部の周りおよび端面側部材 2 の外周に沿い、かつ第 1衝撃吸収体群 4

と隣接 して設けられ、第 1材料よりも圧縮強度が低 く、キャスク 1 0 0 の端

面 1 0 0 a と平行方向の衝撃を吸収する第 2 材料で構成される第 2 衝撃吸収

体群 4 と、端面側部材 2 の外周に沿い、かつ第 2 衝撃吸収体群 4 と隣接

して衝撃吸収体 4 の出隅部に設けられ、第 2 材料よりも圧縮強度が低 く、キ

ヤスク 1 0 0 の端面 1 0 0 a に直交する方向または斜め方向の衝撃を吸収す

る第 3 材料で構成される第 3 衝撃吸収体群 4 3 と、第 2 衝撃吸収体群 4 2 お

よび第 3 衝撃吸収体群 4 3 の内周に沿い、かつ第 2 衝撃吸収体群 4 2 および

第 3 衝撃吸収体群 4 3 と隣接 して設けられ、キャスク 1 0 0 の端面 1 0 0 a

に直交する方向の衝撃を吸収する第 3 材料で構成される第4 衝撃吸収体群 4

4 と、第4 衝撃吸収体群 4 4 の周の内側に設けられ、キャスク 1 0 0 の端面



1 0 0 a と平行方向の衝撃を吸収する第 3 材料で構成される第 5 衝撃吸収体

群 4 5 とを備える。

[0094] このキャスク用緩衝体によれば、上述 した端面側部材 2 および周面側部材

3 の効果に加え、各衝撃吸収体群 4 1，4 2 , 4 3 ，4 4 ，4 5 により、キ

ヤ ス ク 1 0 0 の想定する落下事象に対 して、落下や衝突の衝撃を適宜吸収す

ることが可能になる。

[0095] 図 1 3 は、本実施の形態に係る緩衝体の衝撃吸収体の他方向の側断面図で

ある。図 1 3 に示すように、衝撃吸収体 4 は、緩衝体 1 をキャスク 1 0 0 に

対 して固定するボル ト7 を通すための取付用穴 1 3 が設けられている。この

取付用穴 1 3 は、その奥行き方向であってキャスク 1 0 0 の端面 1 0 0 a と

直交する方向に伸縮できる。取付用穴 1 3 は、端面側部材 2 の係止穴 8 およ

び揷通穴 9 と同軸上に設けられている。そして、取付用穴 1 3 は、蛇腹部 1

4 が設けられている。取付用穴 1 3 は、この蛇腹部 1 4 により、キャスク 1

0 0 が垂直落下あるいは垂直衝突 したとき、キャスク 1 0 0 の端面 1 O O a

と直交する方向へほとんど抵抗なく変形する。

[0096] このように、本実施の形態のキャスク用緩衝体では、衝撃吸収体 4 は、キ

ヤ ス ク 1 0 0 への固定用のボル ト7 を通す取付用穴 1 3 が設けられ、当該取

付用穴 1 3 は、その奥行き方向に伸縮できる。

[0097] このキャスク用緩衝体によれば、キャスク 1 0 0 の垂直落下時あるいは垂

直衝突時において、衝撃吸収体 4 が変形を開始するとき、取付用穴 1 3 の変

形による衝撃荷重が急激に増加することを抑制できる。この結果、キャスク

1 0 0 の垂直落下時あるいは垂直衝突時において、蓋部 1 0 5 を胴本体 1 0

3 に固定するボル 卜7 に過大な力が作用することを抑制するので、金属ガス

ケッ卜による密封を維持できる。

符号の説明
[0098] 緩衝体

端面側部材

2 1 , 板体



開口部

仕切部材

周面側部材

筒体

a 段差部

衝撃吸収体

端面補強部材

中央補強部材

ボル 卜

係止穴

揷通穴

突出部

鍔部

周面補強部材

取付用穴

蛇腹部

第 1 衝撃吸収体群

第 2 衝撃吸収体群

第 3 衝撃吸収体群

第 4 衝撃吸収体群

第 5 衝撃吸収体群

外殻

0 キャスク

0 a 贿 面

0 b 端部外周面

3 胴本体

4 底部

5 蓋部



a —次蓋

b 二次蓋

c 揷通穴

d 給排気、給排水 または圧力監視部

a , 0 9 b ボル 卜

a , 0 b ボル 卜穴



請求の範囲

使用済燃料 を格納するキャスクの両端部 に取 り付 け られ、前記キヤ

スクに対する衝撃 を吸収するキャスク用緩衝体 において、

鋼材か らなる複数の板体が相互 に対面する板面間に間隔をおいて形

成 され、前記板体の板面が前記キヤスクの端面 に沿 って配置 される端

面側部材 と、

鋼材か らなる筒体 をなす と共 に一端部が前記端面側部材の周縁 に接

合 され、前記キャスクの端部外周面 に沿 つて配置 される周面側部材 と

を備 え、変形することによ り衝撃 を吸収する衝撃吸収体が、前記端

面側部材および前記周面側部材の外側 に設 け られることを特徴 とする

キャスク用緩衝体。

前記端面側部材は、前記板体間を連結 して設 け られた複数の端面補

強部材 を備 えることを特徴 とする請求項 1 に記載のキャスク用緩衝体

前記端面側部材は、少な くとも 1 つを除 く板体の中央部分 に開口部

が形成 され、前記開口部 によ り開口された他の板体 との領域 に複数の

中央補強部材 を備 えることを特徴 とする請求項 1 または 2 に記載のキ

ヤスク用緩衝体。

前記中央補強部材および当該中央補強部材が設 け られた前記板体で

囲まれた領域 に、前記衝撃吸収体 を挿入することを特徴 とする請求項

3 に記載のキャスク用緩衝体。

前記周面側部材は、

前記筒体の一端部の全周 に渡 り前記端面側部材 における前記板体の

周縁が前記筒体の外側 に突出 して設 け られた突出部 と、

前記筒体の他端部の全周 に渡 り外側 に突出 して設 け られた鍔部 と、

前記突出部 と前記鍔部 との間を連結すると共 に前記筒体の外面 に設

け られた複数の周面補強部材 と、



を備 えることを特徴 とする請求項 1 ~ 4 のいずれか一つに記載のキ

ヤス ク用緩衝体。

[ 請求項 6 ] 前記突出部、前記鍔部 および前記周面補強部材で囲まれた領域 に前

記衝撃吸収体 を揷入することを特徴 とする請求項 5 に記載のキ ャス ク

用緩衝体。

[ 請求項 7 ] 前記端面側部材 において複数の前記板体が対面する部位 は、前記キ

ヤス クの蓋部 を固定するためのボル トを覆 うことを特徴 とする請求項

1 ~ 6 のいずれか一つに記載のキャスク用緩衝体。

[ 請求項 8 ] 前記端面側部材 において複数の前記板体が対面する部位 は、前記蓋

部 に設 け られた給排気、給排水 または圧力監視部 を覆 うことを特徴 と

する請求項 7 に記載のキャスク用緩衝体。

[ 請求項 9 ] 前記端面側部材は、複数の前記板体が対面する間に、変形すること

によ り衝撃 を吸収する衝撃吸収材が充填 されることを特徴 とする請求

項 1 ~ 8 のいずれか一つに記載のキャスク用緩衝体。

[ 請求項 10 ] 前記 キ ャス クを構成する蓋部の外周面 と前記周面側部材の内周面 と

の間の寸法 を、前記蓋部が固定される前記キャスクの胴本体の外周面

と前記周面側部材の内周面 との間の寸法 よ りも大 きく形成することを

特徴 とする請求項 1 ~ 9 のいずれか一つに記載のキ ャス ク用緩衝体。

[ 請求項 1 1 ] 前記衝撃吸収体は、木材のプロックが複数組み合わされて形成 され

てお り、

前記周面側部材の他端部の周 りに沿 つて設 け られ、前記キャスクの

端面 と平行方向の衝撃 を吸収する第 1 材料で構成 される第 1 衝撃吸収

体群 と、

前記周面側部材の一端部の周 りおよび前記端面側部材の外周 に沿い

、かつ前記第 1 衝撃吸収体群 と隣接 して設 け られ、前記第 1 材料 よ り

も圧縮強度が低 く、前記 キ ャス クの端面 と平行方向の衝撃 を吸収する

第 2 材料で構成 される第 2 衝撃吸収体群 と、

前記端面側部材の外周 に沿い、かつ前記第 2 衝撃吸収体群 と隣接 し



て前記衝撃吸収体の出隅部 に設 け られ、前記第 2 材料 よ りも圧縮強度

が低 く、前記キャスクの端面 に直交する方向または斜め方向の衝撃 を

吸収する第 3 材料で構成 される第 3 衝撃吸収体群 と、

前記第 2 衝撃吸収体群 および前記第 3 衝撃吸収体群の内周 に沿い、

かつ第 2 衝撃吸収体群 および前記第 3 衝撃吸収体群 と隣接 して設 け ら

れ、前記キャスクの端面 に直交する方向の衝撃 を吸収する第 3 材料で

構成 される第 4 衝撃吸収体群 と、

前記第 4 衝撃吸収体群の周の内側 に設 け られ、前記キャスクの端面

と平行方向の衝撃 を吸収する第 3 材料で構成 される第 5 衝撃吸収体群

と、

を備 えることを特徴 とする請求項 1 ~ 1 0 のいずれか一つに記載の

キャスク用緩衝体。

[ 請求項 12 ] 前記衝撃吸収体は、前記キャスクへの固定用のボル トを通す取付用

穴が設 け られ、 当該取付用穴は、 その奥行 き方向に伸縮で きることを

特徴 とする請求項 1 ~ 1 1 のいずれか一つに記載のキャスク用緩衝体
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Form PCT/ISA/210 (continuation of first sheet (2)) (July 2009)



国際調 査報告 国際 出願 番 号 P C T J P 2 0 1 1 / 0 6 4 7 3 6

発 明の属す る分 野の分類 （国際特許分類 （I P C ) )

Int .Cl . G21C19/32 (2006. 01) i , G21F5/08 (2006. 01) i , G21F9/36 (2006. 01) i

B . 調 査 を行 った分 野

調 査 を行 った最小 限資料 （国際特許分類 （I P C ) )

Int .Cl . G21C19/32, G21F5/08, G21F9/36

最 小 限資料 以外 の資料 で調 査 を行 った分 野 に含 まれ るもの

日本 国実用新案公 報
日本 国公 開実用新案公 報
日本 国実用新案登録公 報
日本 国登録 実用新案公 報 221

ooo9
国 際調 査 で使 用 した電子デ 、 -ス （デぃ -ス の 9名111 称 、調 査 に使 用 した用語 )

6111
年年年年

関連す る と認 め られ る文献

引用文献 の 関連す る
カ テ ゴ リー * 引用文献名 及 び一部 の箇所 が関連す る ときは、 そ の 関連す る箇所 の表示 請 求項 の番 号

X J P 2005-321304 A ( 三 井 造船株 式 会社 ）2005. 11. 17, 全 文 ，全 図 （フ 1-9

Y 了 ミ リー な し） 1-12

J P 52-067499 A (ユ ナ イ テ ッ ド キ ング ドム ア トミッ ク ェ ナ ー 1-12

ジィ オ ー ソ リテ ィ） 1977· 06· 0 3，全 文 ，全 図 & GB 1496846 A & DE

2654297 A & FR 2334177 A & I T 1074294 B

J P 2004-309235 A (株 式 会社 日立製 作所 ) 2004. 11. 0 4 全 図 11

( フ ア ミ リー な し）

c 欄 の続 きに も文献 が列 挙 され てい るc パ テ ン トフ ァ ミ リー に関す る別紙 を参照。

* 引用文献 の 日の 後 に公 表 され た文献
ΓΑ 」特 に関連 のあ る文献 ではな く、一般 的技術水 準 を示す 「Τ 」国際 出願 日又 は優先 日後 に公 表 され た文献 であって

も の 出願 と矛盾 す るもので はな く、発 明の原理 又 は理論
ΓΕ 」国際 出願 日前 の 出願 また は特許 であ るが、国際 出願 日 の理解 のた めに引用す るもの

以後 に公 表 され た も の 「X 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 のみで発 明
「L 」優先権主 張に疑義 を提起す る文献又 は他 の文献 の発 行 の 新規性 又 は進歩性 が ない と考 え られ る も の

日若 しくは他 の特別 な理 由 を確 立す るた め に 引用 す ΓΥ 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 と他 の 1 以
る文献 （理 由を付す） 上 の文献 との、当業者 に とって 自明で あ る組合せ に

Γθ 」 口頭 に よる開示 、使 用 、展示等 に言及す る文献 よって進歩性 がない と考 え
ΓΡ 」国際 出願 日前 で、かつ優先権 の主 張の基礎 とな る出願 Γ& 」 同一 パ テ ン トフ ァ ミ リー 文献

国際調 査 を完 了 した 日 国際調査報告 の発送 日
5 . 0 7 . 2 0 2 6 . 0 7 . 2 0

国 際調 査機 関の名称及 び あて先 特許 庁審 査官 （権 限のあ る職員 ） 2 I 9 2 1 6

日本 国特許庁 （I S A J Ρ )
山 口 敦 司

郵便番 号 1 0 0 — 8 9 1 5
東京都 千代 田区霞が 関三丁 目4 番 3 号 電話番 号 0 3 — 3 5 8 1 — 1 1 0 内線 3 2 7 3

様 式 P C T l S A 2 1 0 (第 2 ペ ー ジ） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C P 2 0 0 6 4 7 3 6

C (続き）. 関連すると認められる文献
引用文献の 関連する
カテ ゴ リー * 引用文献名 及び一部の箇所が関連するときは、その関連する箇所の表示 請求項の番号

JP 2008-233098 A (三菱重工業株式会社）2008. 10. 02，全文，全図 & 12

JP 2008-233096 A & JP 2008-233097 A & JP 4221029 B & US

2007/0108086 Al & EP 1777710 Al & WO 2006/016606 Al & KR

10-2006-0054447 A & CN 1839447 A & TW 288936 B

様式 P C T I S A 2 1 0 (第 2 ペー ジの続き） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C T / J P 2 0 1 1 / 0 6 4 7 3 6

第 Π欄 請求の範囲の一部の調査ができない ときの意見 （第 -ジ の 2 の続き）

法第 8条第3項 （P C T 17条 （2) (a) ) の規定によ り、 この 国際調査報告 は次の理 由に よ り請求の範 囲の一部 について作
成 しなかった。

1 . Γ" 請求項 は、この国際調査機 関が調査 をす るこ とを要 しない対象 に係 るもの で あ る。

つま り、

請求項 は、有意義な国際調査 をす るこ とができる程度まで所定の要件 を満
ない国際出願 の部分に係 るものである。つま り、

3 . 請求項 は、従属請求の範囲であって P C T 規則 6. 4 (a) の第 2 文及び第3文の規定に
従って記載 されていない

第 欄 発明の単一性が欠如 しているときの意見 （第 -ジ の 3 の続 き）

次に述べ るよ うにこの国際出願 に二以上の発明があるとこの国際調査機 関は認 めた。
この出願 の請求項 1に係 る発 明は、 この国際調査報告で引用 した文献 1 (JP 2005-321304 A )
に記載 されてお り、新規性 が認 め られず 、特別 な技術的特徴 を有 しない。 したがって、請求
項 1-12に係 る発 明の間には、一以上の同一又 は対応す る特別 な技術的特徴 が含 まれず 、発 明
の単一性 を認 めることができない。

出願人が必要な追加調査手数 期間内に納付 したので 、 この 国際調査報告は、すべての調査可能な請求
項について作成 した。

2 . 追加調査手数料 を要求 調査可能な請求項について調査す るこ とがで きたの で 、追加調
查手数料の納付 を求めなかった。

3 . 出願人が必要な追加調査手数料 を一部のみ しか期間内に納付 この国際調査報告は、手数料の納
付のあった次の請求項のみについて作成 した。

4 . 出願人が必要な追加調査手数料 を期間内に納付 しなかったので 、 この 国際調査報告は、請求の範囲の最初に記載
されてい る発明に係 る次の請求項について作成 した。

追加調査手数料の異議の申立てに関す る注意
□ 追加調査手数料及び、該当す る場合には、異議 申立手数料の納付 と共に、出願人か ら異議 申立てがあった。

追加調査手数料の納付 と共に出願人か ら異議 申立てがあつたが、異議 申立手数料が納付命令書に示 した期間
内に支払われなかった。

追加調査手数料の納付はあったが、異議 申立てはなかった。

様式 P C I S A / 2 1 0 (第 -ジ の続葉 （2 ) ) ( 2 0 0 9 年 7 月）


	abstract
	description
	claims
	drawings
	wo-search-report
	wo-search-report

